
事業目標
基準値

（年度）
目標値

環
境
局

市民の自主的なまち美化意識の
推進

ー
地域でのまち美化清掃実行の割
合60％（行政評価に係る市民ア

ンケート調査による）

産
業
経
済
局

漂着ごみが原因の事故防止 0件
（R4）

事故0件の維持

環
境
局

市民の自主的なまち美化意識の
推進

ー
地域でのまち美化清掃実行の割
合60％（行政評価に係る市民ア

ンケート調査による）

都
市
整
備
局

サポーター登録団体数
254団体

（R4年度末）
260団体

（R5年度末）

都
市
整
備
局

市民意識調査による市政評価
「公園の整備など、緑のまちづ
くりの推進」で上位5位以内に

入る

5位
（R5年度）

5位以内

環
境
局

日常的に美しいと
感じられるまちの保全

ー 清潔で美しいまちづくり

都
市
整
備
局

ほたる飛翔河川数 59河川(R5) 59河川

環
境
局

散乱ステーション数 ー ０ヶ所

環
境
局

市内再エネ導入量 436MW(2020年度) 最大1400MW(2030年度)

環
境
局

市内再エネ導入量 436MW(2020年度) 最大1400MW(2030年度)

環
境
局

ー ー ー

環
境
局

３R講習会受講者数 ー 600人

環
境
局

不法投棄件数 ー 前年度実績値以下

環
境
局

市民が日常的に美しいと
感じられる清潔なまちづくり

ー
地域活動への、
一人でも多くの
市民参加者数

<暫定版>個別プロジェクト 掲載予定事業（取組）　

不法投棄防
止事業

市内の不法投棄の未然防止や拡大防止を目的とし、
監視パトロール、監視カメラの整備、市民通報員の
活用等により、廃棄物の早期発見・早期撤去を進め
るとともに、警察と連携して実行者へ厳しく対処す
る。

地域環境活
動等支援事
業

北九州市環境衛生総連合会並びに各区環境衛生協会
（総）連合会が自主的、率先的に行うまち美化活動
の環境活動を支援することで、美しいまちづくりを
促進する。

北九州市役
所環境・エ
ネルギープ
ロジェクト
推進事業

環境モデル都市としての市役所の率先垂範を実践
し、省エネ法及び温対法の規制へ対応するため、平
成23年度から実施している本事業により市役所の環
境・エネルギー対策を行い、更なる省エネ・節電を
推進する。

道路等清掃
業務委託事
業（公共）

道路清掃、歩道清掃、河川・海浜清掃を行うことに
より、清潔で美しいまちづくりを図る。

産業廃棄物
処理推進事
業

産業廃棄物の適正処理・3Rを推進するため、産業廃
棄物処理業者等への立入検査や、最終処分場放流水
の測定等により、産廃処理が適正に行われるよう監
視指導を行う。併せて、排出・処理動向の分析・公
表、講習会等を活用した適正処理・3R情報の普及啓
発を実施する。

ほたるのふ
るさとづく
り

ホタル愛護団体への支援や情報交換等を通じて、ホ
タルや水辺環境の保全に市民とともに取り組む。

ごみステー
ション散乱
防止支援事
業

衛生や景観問題に対する市民ニーズに応えるため、
ごみステーションの散乱防止対策の強化を図る。

中小企業の
競争力を生
み出す脱炭
素化推進事
業

脱炭素社会の実現に向け、市内中小企業へ脱炭素化
を促し、自家消費型太陽光発電設備、蓄電池、電動
車及び充放電器の導入を支援する。
また、省エネ実践行動の更なる推進、最先端の省エ
ネ機器の導入支援を行う。

道路サポー
ター事業

道路の清掃や花壇の手入れなどを行う地域団体の活
動を支援し、道路の美化につなげる。

花と緑のま
ちづくり推
進

市民花壇や公共花壇などの「花咲く街かどづくり」
の推進や都市緑化に関する普及啓発事業を行うとと
もに、「一人一花」を合言葉に多様な主体による
「花による共創のまちづくり」を目指す。

美しいまち
づくりRe ト
ライプロ
ジェクト

市のイメージアップのため、特にごみの散乱が多い
繁華街を中心としたエリアを重点地区として、集中
的なまち美化対策を継続的に行い、清潔で美しいま
ちづくりを進める。

ＫＰＩ（アウトカム指標）

市民の力でまちの環境力を高める （１）環境活動と地域活性化の好循環

まち美化ボ
ランティア
への助成事
業

ボランティア清掃ごみ収集用の「まち美化ボラン
ティア袋」を作成し、市民等に配布する。また、ま
ち美化条例に基づき、まち美化推進員を設置する。
さらに、ごみゼロ清掃参加者に、軍手とタオルを配
布する。

海岸漂着物
処理推進事
業

ボランティアによる海岸清掃活動の支援を行う。

まち美化等
啓発事業

まち美化条例に基づき、ポイ捨てのない清潔で美し
いまちづくりを推進するため、市民や企業と連携
し、様々なまち美化啓発事業を実施する。

局
名

予算事業
名

事業概要

  

  

▶



環
境
局

ー ー ー

環
境
局

市民アンケート調査による「毎
日の暮らしの中で環境活動を実
行している人」の割合

71.5％(R4年度) 85%以上

環
境
局

ー ー ー

環
境
局

市民アンケート調査による「持
続可能な社会の取組み」

を意識している市民の割合
83.4％(R4年度) 90%以上

環
境
局

市内再エネ導入量 436MW(2020年度) 最大1400MW(2030年度)

環
境
局

市内再エネ導入量 436MW(2020年度) 最大1400MW(2030年度)

環
境
局

市HPアクセス数
※R3、R4のアクセス数の平均を

目標値とする
18,000件(R3,4の平均値） 前年度並み（18,000件）

教
育
委
員
会

住んでいる地域や北九州市が
好きと回答した児童生徒の割合

前年度(小5:92.6%、中2:88.7%)
以上

小5:93.9％、中2:89.4％

環
境
局

①アジア地域における温室効果
  ガス排出削減量(累計）
②環境国際ビジネス参入企業数
  及び案件額（累計）
③環境改善・脱炭素化に向けた
 国内外からの研修員受入数(累計)

①－
②30社程度・約100億円（R4年度）

③10,499人（R４年度）

①－
②50社程度・約500億円
③12,500人

環
境
局

市民アンケート調査による「毎
日の暮らしの中で環境活動を実
行している人」の割合

71.5％(R4年度) 85%以上

環
境
局

市民アンケート調査による「毎
日の暮らしの中で環境活動を実
行している人」の割合

71.5％(R4年度) 85%以上

環
境
局

ー ー ー熱中症対策

改正気候変動適応法や国による「熱中症対策実行計
画」を踏まえ、庁内で連携した熱中症対策の実施体
制を整備するとともに、効果的に運用することで、
市民の熱中症被害を抑制し、健康被害の防止を図
る。

環境施策広
報事業

世界の環境首都を目指す北九州市の環境施策につい
て、環境マスコットキャラクター「ていたん」を活
用した広報・PRを継続して行い、市民の環境意識向
上を図る。

市民環境力
支援事業

市民の環境力を高めるため、日頃の環境活動の発
表・提案の場である環境イベント「エコライフス
テージ」をはじめとしたエコライフの普及啓発活動
などを行う。

環境教育推
進事業（小
学校）～ふ
るさと力活
用教育促進

「SDGs未来都市」への選定を受け、SDGs環境アク
ティブ・ラーニングとして小学校4年生を対象とし、
環境ミュージアムやエコタウン等関連施設での体験
的な学習および環境教育に関する研究を推進するこ
とにより、環境教育の充実を目指す。

市民の力でまちの環境力を高める （３）国際協働・環境ビジネス等を通じたアジア地域への貢献

アジア・グ
リーン共創
ハブ推進事
業

環境国際協力や環境国際ビジネスの結節点となる
「アジア・グリーン共創ハブ」を目指すため、国内
外の環境関連企業、投資家、留学生等とビジネス面
で接点を強化し、企業の技術・製品・サービスの輸
出に加え、対日投資を含めた取組を展開する。

市民の力でまちの環境力を高める （４）環境に配慮した行動の推進

エコタウン
センターリ
ニューアル
等リブラン
ディング事
業

エコタウンセンター別館における次世代エネルギー
パーク展示コーナー等において、展示物の改修など
リニューアルの検討を行う。

北九州市風
力発電人材
育成事業

風力発電関連産業の総合拠点として、その機能を十
分に発揮するには、人材の「育成」と「確保」が必
要である。このため、「北九州市洋上風力キャン
プ」を実施し、市内外の学生等の関心を高め育成を
図るとともに、「北九州市風力発電人材育成連絡
会」を通じた産学官の連携による人材の育成・確保
に引き続き積極的に取り組む。

「北九州市
の環境」の
作成

北九州市環境基本条例の規定に基づき、環境の状況
及び環境の保全に関する施策等をまとめた報告書を
作成して、市議会に提出するとともに、HPに公開す
る。

環境人財育
成事業
（環境首都
検定）

 市民一人ひとりが環境との関わりを理解し、より良
い環境・地域づくりへの意識をもって行動を起こす
ことのできる環境人財を育むため、「環境首都検
定」をはじめとする施策に取り組む。

「北九州エ
コメカ・ア
イデアコン
クール」実
施事業

　子どもの環境意識の醸成、理工系人材の育成のた
め、「環境問題を解決するロボット」のアイデア
（イラスト、設計図等）について、小・中学生を対
象に募集するコンクールを実施するもの（令和６年
度市民太陽光発電所・市民還元事業）。

ESD活動支援
事業

・持続可能な社会の構築を図るため、国連など世界
規模で進められている「持続可能な開発のための教
育（ESD）」を、北九州ESD協議会を中心に、市民、
企業、大学等と連携しながら推進する。
・令和６年１月末現在の会員数は、団体会員９４団
体、個人会員４７名となっている。

市民の力でまちの環境力を高める （２）優れた環境人材の育成

環境ミュー
ジアム及び
北九州エコ
ハウス維持
管理業務
（指定管
理）

北九州市の公害克服の歴史を伝えるとともに、世界
の環境首都を目指して市民の環境力を高めるための
環境学習・環境活動・環境情報の総合拠点である
「環境ミュージアム」及び家庭での省エネ型のライ
フスタイルを提案する「北九州エコハウス」等の管
理運営を行う。

 

 

  

  

  

 



港
湾
空
港
局

ー ー ー

港
湾
空
港
局

ー ー ー

環
境
局

市内再エネ導入量 436MW(2020年度) 最大1400MW(2030年度)

環
境
局

産業部門（※）のCO 排出量の
削減

※工業プロセス部門を含む

1,267万t（2013年度）

※算定基礎としている各種統計
データの遡及修正、使用する

データの変更等により、変更さ
れる場合がある。

2013年度比▲47%（2030年）

環
境
局

ー ー ー

環
境
局

ー ー ー

環
境
局

ー ー ー

環
境
局

市内再エネ導入量 436MW(2020年度) 最大1400MW(2030年度)

産
業
経
済
局

GX関連の新ビジネス創出 ０社
（R５年度）

３０社
（R１２累計）

環
境
局

市内再エネ導入量 436MW(2020年度) 最大1400MW(2030年度)

都
市
戦
略
局

新築におけるZEH水準の普及率 ー
100%

（R12）

総
務
市
民
局

ー ー ー

都
市
整
備
局

研修受講者数（日常点検実務
者）

R6 年80人以上

都
市
整
備
局

ー ー ー

市民セン
ターZEB化改

修事業

カーボンニュートラルに向けた取組として、
公共施設のZEB化改修を行う。

公共施設予
防保全マネ
ジメント推
進事業(一般
経費)

施設の計画的な予防保全を推進し、老朽化に伴う事
故を防ぐため、各施設所管課に技術支援を行うこと
で、劣化部位の把握と改修により長寿命化の推進を
促すもの。また適切な維持管理について施設所管課
に啓発、指導する。

＜新＞BIM活
用推進事業

建築物の生産性プロセス及び維持管理における生産
性の向上を図るため、BIMを活用し、更にDXの推進及
び事務効率化を図る。
R6年度は、BIMを導入し、新営設計業務で活用を試行
実施する。

カーボン
ニュートラ
ルを成長の
機会と捉え
たＧＸ推進
事業

　カーボンニュートラルを企業の成長の好機とし、
産学官金で構成する「北九州ＧＸ推進コンソーシア
ム」を通じ、学術研究都市を中心とした最先端の研
究開発・社会実装、ＧＸ関連産業集積、ＧＸ人材育
成、地域企業のＧＸ支援を推進することで、稼げる
企業を創出する。

Ⅰ脱炭素社会の実現 （３）脱炭素型ライフスタイルの推進

市内事業者
等への再エ
ネ100％北九
州モデル普
及推進事業

令和５年４月に採択された国の再エネ交付金を活用
し、市内事業者等が第三者所有方式による太陽光発
電設備、高効率空調設備の導入を行う場合の費用の
一部を補助する事業を実施し、市域のCO2排出量の削
減につなげる。

住宅・建築
物の脱炭素
化推進関連
事業

「2050年のゼロカーボンシティ」実現に向け、住宅
や建築物の脱炭素化（ZEH・ZEB化等）について、事
業者向けのセミナーや市民への啓発、民間のモデル
ハウスを活用した現場研修により、事業者の意識を
高めるとともに技術力向上を図る。

Ⅰ脱炭素社会の実現 （２）イノベーションの推進

環境未来技
術開発助成
事業

循環型社会及び脱炭素社会の実現に向け、新規性、
独自性に優れた環境技術の研究開発費への一部助成
により、市内中小企業等に技術開発の機会を提供
し、事業化への支援を行うもの。

脱炭素型資
源循環推進
事業

北九州市が資源循環産業の先進地として飛躍すべ
く、脱炭素型資源循環に取り組む市内企業の優良認
定制度を創設。同制度で認定された企業群でネット
ワークを組織し、地域ぐるみで脱炭素型資源循環を
支援する体制を構築する。

カーボン
ニュートラ
ル支援プロ
グラム

市内企業の支援や企業誘致のインセンティブ創出の
ため、再生可能エネルギー電力の他、様々な環境価
値を供給する新たな支援策を検討する。企業ニーズ
をきめ細かく把握し、産官連携で支援する仕組みの
構築を目指すとともに、このような取組を市内外で
PRしていく。

離島周辺海
域における
洋上風力発
電基礎調査

風力発電関連産業の総合拠点の形成に向けて、離島
周辺海域における洋上風力発電の導入促進を図るた
め、藍島及び馬島の周辺海域を中心に自然条件や社
会条件の調査を行う。また、国へのヒアリングや漁
業関係者等への情報提供・意見交換を行う。

水素拠点化
推進事業

産学官の協議会において策定中の響灘臨海部を中心
とした「水素拠点形成計画」に基づき、製造業等に
おける水素利用プロジェクトの更なる具体化と、事
業可能性調査・技術開発の補助金支援を行うこと
で、地元企業の脱炭素化と国際競争力の強化、新た
な産業集積につなげる。

水素エネル
ギー社会構
築推進事業

東田地区の北九州水素タウンや福岡県と連携した産
学官の取組等を通じて、水素に係る地域産業の創
出・振興を図る。

Ⅰ脱炭素社会の実現 （１）エネルギーの脱炭素化

市民発電所
維持管理事
業

北九州市制50周年を記念して建設された市民太陽光
発電所の維持管理を行い、発電により得られた収入
の一部を利用して、市民還元事業を実施する。

響灘洋上風
力発電拠点
化推進事業

風力発電関連産業の総合拠点の形成を図る「グリー
ンエネルギーポートひびき」事業を展開、響灘地区
において「積出/建設拠点」「物流拠点」「O＆M拠
点」「製造産業拠点」の4つの機能を持つ総合拠点の
形成を目指す。

  

₂

  

  



環
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局
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環
境
局

運輸部門のCO 排出量の削減

197万t（2013年度）
※算定基礎としている各種統計
データの遡及修正、使用する

データの変更等により、変更さ
れる場合がある。

2013年度比▲40%（2030年）

都
市
戦
略
局

公共交通利用者数の維持
（人口10万人あたり）

約3.4万人/日
（R1年度×0.9）

約3.4万人/日
（R8年度）

港
湾
空
港
局

官民連携の強化（協議会出席率） ー 90%

環
境
局

市民1人1日あたりの家庭ごみ量 452ｇ(R4年度) 420ｇ以下(R12年度）

環
境
局

市民1人1日あたりの家庭ごみ量 452ｇ(R4年度) 420ｇ以下(R12年度）

環
境
局

市民1人1日あたりの家庭ごみ量 452ｇ(R4年度) 420ｇ以下(R12年度）

環
境
局

市民1人1日あたりの家庭ごみ量 452ｇ(R4年度) 420ｇ以下(R12年度）

環
境
局

市民1人1日あたりの家庭ごみ量 452ｇ(R4年度) 420ｇ以下(R12年度）

環
境
局

市民が適切に分別、排出したごみ
を収集日に収集する。

ー 収集漏れ0件

環
境
局

市民1人1日あたりの家庭ごみ量 452ｇ(R4年度) 420ｇ以下(R12年度）

環
境
局

事業系ごみ量 162,292t(R4年度） 現状値から20％減(R12年度）

環
境
局

事業系ごみ量 162,292t(R4年度） 現状値から20％減(R12年度）

都
市
戦
略
局

ー ー ー

技
術
監
理
局

98%（2022年度） 99.5%（2022年度） 98%（2024年度）

建設リサイ
クル推進事
業

「建設リサイクル法」に基づく建築廃材等の分別解
体及びリサイクルの推進を図るため、啓発活動及び
立入検査等を行う。

建設リサイ
クル資材認
定制度

申請のあった建設リサイクル資材について性能、品
質、経済性、環境への影響等を総合的に評価し、認
定の適否を決定する。認定した資材は、北九州市が
発注する公共工事で利用の促進を図る。

一般廃棄物
及び資源化
物排出組成
調査

綜合的なごみ処理事業に必要な基礎資料を得るた
め、家庭ごみの組成を調査するもの。

Ⅱ循環経済システムの構築 （２）事業系ごみの減量リサイクルの推進

事業系ごみ
対策強化事
業

今後本市のごみ削減を行うには事業系ごみ対策を行
う必要があり、事業実施に当たり、根拠資料を把握
する必要から、焼却工場における事業系ごみ組成調
査及び業種別の組成調査を行う。また、皇后崎工場
の事業系ごみの事前検査所を設置し、不適物の搬入
防止対策の徹底を図る。

事業系ごみ
対策事業

大規模建築物（条例対象事業所）の所有者等に対し
て、食品ロスやプラスチックごみなどの減量化・資
源化に係る啓発を行う。また、小規模事業所に対し
ては、適正処理の調査や指導を行う。

地域特性型
（メニュー
選択方式）
市民環境活
動推進事業

家庭で剪定した枝（剪定枝）のリサイクルに取り組
む地域団体を対象に、剪定枝の回収及びリサイクル
に伴う経費を市が負担するもの。回収した剪定枝
は、民間のリサイクル施設でチップ化し、畜牛の敷
きわら等にリサイクルする。

小型電子機
器等の再資
源化促進事
業

平成２５年４月施行の「使用済小型電子機器等の再
資源化の促進に関する法律」に基づき、家庭で不用
となった携帯電話、デジタルカメラ、ポータブル音
楽プレイヤーなどの使用済み小型電子機器を回収
し、その中に含まれる貴重な金属を資源として有効
活用する。

ふれあい収
集業務

ごみ出しが困難な高齢者等の世帯を対象に、一般ご
み等の戸別収集運搬を行う。

Ⅱ循環経済システムの構築 （１）家庭ごみの減量リサイクルの推進

プラスチッ
ク資源一括
回収事業
（広報）

令和４年４月に施行された「プラスチックに係る資源循
環の促進等に関する法律」に基づき、本市においても、
製品プラスチックを分別収集及び再商品化するため、令
和５年１０月から容器包装プラスチックと製品プラス
チックを一括で回収する「プラスチック資源一括回収事
業」を開始した。これに伴い、プラスチックごみ問題を
含めて、継続的に市民向けの各種広報・啓発を行うも
の。

広げよう食
品ロス・生
ごみ削減の
環づくり事
業

家庭ごみの約半分を占める生ごみ（食品ロスを含
む）について、市民1人ひとりが実践できる「残しま
宣言」運動の推進や、生ごみリサイクル講座等の取
組を実施することで、より一層のごみの減量化と資
源化を図る。

古紙・古着
リサイクル
推進事業

一般廃棄物の減量化・資源化を促進するため、古
紙・古着回収奨励金の交付を通じ、市民団体による
集団資源（古紙・古着）回収活動を支援する。

環境首都総
合交通戦略
推進事業

環境にやさしく安心して移動できるまちを目指し
て、「北九州市地域公共交通計画」の各種施策に取
り組む。

カーボン
ニュートラ
ルポート
（CNP）推進
事業

官民連携による港湾脱炭素化の取組の創出や推進を
目的として、港湾脱炭素化推進協議会の開催や船舶
の脱炭素化に必要な陸上電力供給施設の導入検討等
を実施する。

Ⅰ脱炭素社会の実現 （４）ゼロカーボンドライブや持続可能な公共交通ネットワーク等の推進

公用車にお
ける電動車
普及事業

市が公用車に電動車（EV、PHV、FCV）を率先導入
し、市内の運輸部門及び市役所の脱炭素化を推進す
るもの。

充電インフ
ラ普及促進
事業

運輸部門の脱炭素化を目指して、電気自動車等の利
便性の向上及び更なる普及を図るため、多くの市民
の利用が見込まれる施設において、充電設備を新た
に設置する企業等に対する補助事業を行う。

₂
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環
境
局

市民1人1日あたりの家庭ごみ量
452ｇ

(R4年度)
420ｇ以下(R12年度）

環境スター
トアップ集
積促進事業

北九州市の強みである環境分野において、ス
タートアップ企業に対して、エコタウン事業等
で培った本市の充実した事業支援施策を紹介す
るとともに、本市での事業展開を支援すること
により、環境スタートアップの集積につなげ
る。

リチウムイ
オン電池等
回収事業

リチウムイオン電池等の充電式電池は、ごみ処
理過程での破砕や圧縮が原因で破損し、発火す
る恐れがある。その為、リチウムイオン電池等
（リチウムイオン電池を含む製品も含む）を拠
点回収し、市ごみ処理施設等での発火等の予防
対策を行うもの。

Ⅱ循環経済システムの構築 （４）サーキュラーエコノミーの社会実装の推進

蓄電池のリ
ユース・リ
サイクルシ
ステム構築
事業

自動車製造拠点やリサイクル産業が集積する本
市は、蓄電池産業の国内拠点として大きなポテ
ンシャルを有している。今年度策定する「北九
州蓄電池戦略」の実現に向けて、蓄電池のリサ
イクル事業化に向けた実証を行い、新たなエコ
タウン事業の柱として推進していくもの。

サーキュ
ラーエコノ
ミー基盤形
成促進事業
(イノベ課)

新たなリサイクルビジネス事業を創出・育成す
るとともに、製造などの動脈企業とリサイクル
などの静脈企業を結び付ける動静脈連携の支援
を行う産学官連携組織の「北九州市循環経済ビ
ジョン推進協議会」の運営を行う。また、企業
が実際に動静脈連携を行うにあたり、事業の実
現可能性を調査（FS調査）する際に補助を行
う。

環境産業
ネットワー
ク形成事業

市内企業や大学等、約520団体が参画する「北九州市
環境産業推進会議」を運営する。また、市内企業の
環境に配慮した経営を促進するため、NPO法人エコア
クション地域事務局が実施する「エコアクション
21」の普及に向けた支援を行う。さらに、地域産業
界の環境意識の高揚と環境ビジネスの振興を図るた
め、九州最大級の環境産業見本市である「エコテク
ノ」を共同開催する。

建設発生
土・不足土
情報公開

公共事業における建設発生土・不足土の有効利用を
促進するため、建設発生土・不足土情報をホーム
ページに公開する。

Ⅱ循環経済システムの構築 （３）循環経済システムを支える基盤を活かした「地消・地循環」の推進

北九州エコ
タウン事業

資源循環社会の実現に向けて、環境産業の集積化と
環境・エネルギー技術開発の拠点化を図るため、国
等関係機関との協議や企業支援等を行う。
　また、エコタウン事業を生きた教材として活用す
る環境学習拠点として、また、北九州エコタウン事
業を総合的に支援する施設として開設した「北九州
市エコタウンセンター」の運営を行う。



環
境
局

市域の保全区域の確保
（３０ｂｙ３０目標への貢献）

令和12年度 30%

環
境
局

ビオトープ来園者及び
利用者の増

18,750人(R4年度） 18,000人(R6年度）

都
市
戦
略
局

ー ー ー

産
業
経
済
局

放置竹林整備面積 23ha（R4） 年間20ha

都
市
整
備
局

市民意識調査による市政評価
「公園の整備など、緑のまちづ
くりの推進」で上位5位以内に

入る

5位 5位以内

港
湾
空
港
局

水際対策を徹底し、
国内定着を防ぐ。

ー 国内定着０

産
業
経
済
局

市民からの相談件数 Ｒ５ 前年度以下

産
業
経
済
局

木材搬出量 696m3（R4） 10,000m3（R4～R8）

産
業
経
済
局

ー ー ー

産
業
経
済
局

一経営体あたりの
年間生産額向上率(％)

0％（R3） 1％/年

産
業
経
済
局

一経営体あたりの
年間生産額向上率(％)

0％（R3） 1％/年

産
業
経
済
局

一経営体あたりの
年間生産額向上率(％)

0％（R3） 1％/年

筑前海漁業
振興対策強
化事業

筑前海域の、種苗中間育成・放流及び、施設の新
設・更新を行う。

つくり育て
る漁業推進
事業

種苗の育成・放流及び養殖技術の開発を進める。

Ⅲ生物多様性と環境保全の推進 （２）自然を活用した多様な課題の解決

森林環境保
全事業～森
林環境譲与
税事業～

森林環境譲与税を活用して、森林の有する水源かん
養や土砂災害防止機能などを維持し、森林所有者に
よる木材生産等の森林経営につなげていくための森
林経営管理制度の推進、民有林の造林・保育の支
援、市営林での温室効果ガス吸収森林の整備の推進
に取り組む。また、林業担い手育成のための助成を
行う。

中山間地
域・生産環
境保全支援
事業

法に基づく国制度により、農業・農村の持つ多面的
機能（国土保全、水源かん養、自然環境・景観の保
全など）の維持・発揮のため、地域活動や営農の継
続等に対して支援を行う。また水田農業の経営基盤
強化を図るために、GAP（農業生産工程管理）を推進
していく。

水産環境整
備事業

漁業経営の改善と水産物の安定供給を図る。

自然保護管
理

風致地区、特別緑地地区、自然公園等の維持管理事
業

特定外来生
物「ヒア
リ」対策事
業

特定外来生物「ヒアリ」等の対策業務

鳥獣被害対
策事業

市街地等に出没する有害野生鳥獣から、市民の生活
環境等を守るための取組み。

響灘ビオ
トープ運営
事業

北九州市響灘ビオトープは平成２４年１０月に開園
した。平成２６年４月から指定管理者制度を導入
し、指定管理者が管理運営を行っている。本事業は
指定管理料に係る経費を計上するもの。

有料施設等
管理委託
（指定管
理）

「響灘緑地（グリーンパーク）」、「平尾台自然の
郷」、「山田緑地」、「到津の森公園・ひびき動物
ワールド」、「白野江植物公園」、「志井ファミ
リープール」、「勝山公園・あさの汐風公園」、
「旧安川邸」の管理運営業務に係る指定管理業務に
かかるもの

放置竹林対
策事業～森
林環境譲与
税事業～

　森林の荒廃をもたらす放置竹林の拡大を防止する
ため、放置竹林を伐採し広葉樹への転換を行う。ま
た、市民による竹林整備のすそ野拡大を進めるた
め、市民等による竹林整備や、竹の搬出に対する助
成、竹粉砕機の貸出を行う。

Ⅲ生物多様性と環境保全の推進 （１）自然の適切な保全と回復

生物多様性
戦略推進事
業

「第2次北九州市生物多様性戦略」に基づき、本市の
豊かな自然環境と生物多様性を保つため、市民やNPO
などの各種団体・事業者等と連携して、生態系の場
の維持や種の保存等に向けた取組を推進するととも
に、市内の自然環境の調査等を行う。
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市民アンケート調査による
生物多様性の認知度

令和12年度 60%

都
市
整
備
局

ー ー ー

都
市
ブ
ラ
ン
ド
創
造
局

ー ー ー

環
境
局

ー ー ー

環
境
局

環境保全セミナーへの参加によ
り、環境保全への理解を深めた

企業数
ー 20社

環
境
局

HP等を通じて測定結果を公開
し、市民の理解および安全・安

心の促進に努める。
ー 適切に公表する

環
境
局

HP等を通じて測定結果を公開
し、市民の理解および安全・安

心の促進に努める。
ー 適切に公表する

環
境
局

リーフレットの配布等による周
知を行うことで、事業者に法令
に基づく適切な土壌汚染対策の

実施を促す。

ー
事業者へ法令遵守のための周知

を実施

環
境
局

公害に関する苦情・要望件数
（単年度）

ー 300件以下

土壌汚染対
策事業

土壌汚染対策法に基づく届出等の審査、土壌汚染が
確認された土地周辺の地下水等調査、リーフレット
の配布等による土壌汚染対策や法令に関する周知を
行う。

工場・事業
場監視事業

市民の生活環境を保全することを目的とし、環境法
令及び北九州市公害防止条例に基づき、市内に所在
する工場・事業場に対して有害物質等の排出状況を
測定し、その結果をもとに、工場・事業場に対して
改善指導や行政処分を行うもの。

環境対策事
業

大気汚染防止法、騒音規制法、振動規制法等に基づ
き、監視測定（環境モニタリング）などを行う。

ダイオキシ
ン類対策事
業

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき環境中のダ
イオキシン類による汚染状況を把握し、環境保全施
策を検討、実施し、良好な環境の保全に努める。

公共用水
域・地下水
等環境モニ
タリング事
業

水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法に
基づき、水質汚濁の監視測定（環境モニタリング）
などを行う。

河川維持事
業(河川愛
護)

河川愛護団体補助金

平尾台自然
観察セン
ター管理運
営事業

福岡県平尾台自然観察センターは、平尾台地区の拠
点として、わが国有数のカルスト台地「平尾台」を
広く紹介するとともに、自然のしくみや公園利用の
マナーを学び、自然を愛する心を育む拠点施設であ
る。当該施設は福岡県の施設で、福岡県が指定管理
者　制度を導入しており、その管理経費について
は、福岡県と北九州市が１／２ずつ負担する。

Ⅲ生物多様性と環境保全の推進 （４）都市環境の保全

環境影響評
価制度推進
事業

環境影響評価法及び北九州市環境影響評価条例に基
づき、事業者による環境影響評価結果の審査を行う
ため、環境影響評価審査会を開催し、環境保全の見
地から適切な審査・指導を行う。

Ⅲ生物多様性と環境保全の推進 （３）自然を大切にする価値観の形成

ネイチャー
ポジティブ
発信事業

市民に北九州市の自然を楽しんでもらうこと、ネイ
チャーポジティブへの理解を深めてもらうこと及び
都市ブランドの向上等を目指し、本市の自然環境等
に関する全ての情報を分かりやすく発信するポータ
ルサイトを構築する。



環
境
局

ー ー ー

環
境
局

ー ー ー

環
境
局

ー ー ー

都
市
戦
略
局

吹付アスベストを使用した建築
物の安全確保

安全対策率99.8％（令和4年
度）

安全対策率100%

環
境
局

①アジア地域における
　温室効果ガス排出削減量(累計）
②環境国際ビジネス参入企業数
　及び案件額（累計）
③環境改善・脱炭素化に向けた
　国内外からの研修員受入数(累計)

①－
②30社程度・約100億円（R4年度）

③10,499人（R４年度）

①－
②50社程度・約500億円
③12,500人

上
下
水
道
局

　海外技術者育成に係る
　研修員受入れ

　国際技術協力に係る
　職員派遣

　国際技術協力や企業の
　海外水ビジネス支援

100人
（2023年度目標）

22人
（2023年度目標）

6件
（2023年度目標）

700人
（2024-2030累計）

154人
（2024-2030累計）

42件
（2024-2030累計）

環
境
局

①アジア地域における
　温室効果ガス排出削減量(累計）
②環境国際ビジネス参入企業数
　及び案件額（累計）
③環境改善・脱炭素化に向けた
　国内外からの研修員受入数(累計)

①－
②30社程度・約100億円（R4年度）
③10,499人（R４年度）

①－
②50社程度・約500億円
③12,500人

環
境
局

①アジア地域における
　温室効果ガス排出削減量(累計）
②環境国際ビジネス参入企業数
　及び案件額（累計）
③環境改善・脱炭素化に向けた
　国内外からの研修員受入数(累計)

①－
②30社程度・約100億円（R4年度）
③10,499人（R４年度）

①－
②50社程度・約500億円
③12,500人

環
境
局

①アジア地域における温室効果ガス
　排出削減量(累計）
②環境国際ビジネス参入企業数
　及び案件額（累計）
③環境改善・脱炭素化に向けた
　国内外からの研修員受入数(累計)

①－
②30社程度・約100億円（R4年度）
③10,499人（R４年度）

①－
②50社程度・約500億円
③12,500人

環
境
局

①アジア地域における
　温室効果ガス排出削減量(累計）
②環境国際ビジネス参入企業数
　及び案件額（累計）
③環境改善・脱炭素化に向けた
　国内外からの研修員受入数(累計)

①－
②30社程度・約100億円（R4年度）
③10,499人（R４年度）

①－
②50社程度・約500億円
③12,500人

Ⅳ環境国際ビジネス拠点化の推進 （３）国内外の関係機関等との連携

アジア・グ
リーン共創
ハブ推進事
業

環境国際協力や環境国際ビジネスの結節点となる
「アジア・グリーン共創ハブ」を目指すため、国内
外の環境関連企業、投資家、留学生等とビジネス面
で接点を強化し、企業の技術・製品・サービスの輸
出に加え、対日投資を含めた取組を展開する。

アジア・グ
リーン共創
ハブ推進事
業

環境国際協力や環境国際ビジネスの結節点となる
「アジア・グリーン共創ハブ」を目指すため、国内
外の環境関連企業、投資家、留学生等とビジネス面
で接点を強化し、企業の技術・製品・サービスの輸
出に加え、対日投資を含めた取組を展開する。

環境国際協
力推進事業

アジアを中心とする諸都市の環境改善等に向け、本
市が有する様々な環境国際ネットワークを活用し、
環境国際協力事業を展開する。

環境国際推
進事業

環境国際ビジネスの拠点形成を目指すため、アジア
カーボンニュートラルセンターを中心として、北九
州市がネットワークを有するアジア諸国等におい
て、環境国際ビジネスにつながる国際協力事業を推
進する。

Ⅳ環境国際ビジネス拠点化の推進 （１）企業への支援機能の強化

アジア・グ
リーン共創
ハブ推進事
業

環境国際協力や環境国際ビジネスの結節点となる
「アジア・グリーン共創ハブ」を目指すため、国内
外の環境関連企業、投資家、留学生等とビジネス面
で接点を強化し、企業の技術・製品・サービスの輸
出に加え、対日投資を含めた取組を展開する。

インフラシ
ステムの輸
出による海
外ビジネス
展開

アジアを中心とした国や地域における国際技術協力
にビジネスの視点を取り入れるため、国際技術協力
を通じた相手国との信頼関係を維持し、官民が連携
した海外水ビジネスを展開する。

Ⅳ環境国際ビジネス拠点化の推進 （２）環境国際協力の基盤強化

PCB適正処理
推進事業

　高濃度PCB廃棄物処理施設の解体・撤去が安全かつ
適正に行われるよう、PCB処理監視会議の開催や職員
の立入調査による監視・指導、及び解体状況等の市
民への情報提供を行い、市民理解の促進を図る。
　市内に存在する低濃度PCB廃棄物の処理を促進す
る。

アスベスト
対策

石綿等含有建築物の解体等工事において、工事前・
工事中・工事後の適正処理を確認し、石綿等の飛散
防止に努め、市民の更なる安全・安心を確保する。

民間建築物
アスベスト
等対策事業

建築物に施工されている吹付アスベストについて、
使用実態の把握を行うとともに、除却工事等を行う
所有者等に対し、費用の一部を補助する。

Ⅲ生物多様性と環境保全の推進  （５）化学物質や有害物質の適正管理、適正処理

化学物質管
理

事業者に対し、適切なリスクマネジメントの実施及
び周辺住民とのリスクコミュニケーションの推進を
促す。



環
境
局

①アジア地域における
　温室効果ガス排出削減量(累計）
②環境国際ビジネス参入企業数
　及び案件額（累計）
③環境改善・脱炭素化に向けた
　国内外からの研修員受入数(累計)

①－
②30社程度・約100億円（R4年度）
③10,499人（R４年度）

①－
②50社程度・約500億円
③12,500人

環
境
局

①アジア地域における温室効果ガス
　排出削減量(累計）
②環境国際ビジネス参入企業数
　及び案件額（累計）
③環境改善・脱炭素化に向けた
　国内外からの研修員受入数(累計)

①－
②30社程度・約100億円（R4年度）
③10,499人（R４年度）

①－
②50社程度・約500億円
③12,500人

環
境
局

①アジア地域における
　温室効果ガス排出削減量(累計）
②環境国際ビジネス参入企業数
　及び案件額（累計）
③環境改善・脱炭素化に向けた
　国内外からの研修員受入数(累計)

①－
②30社程度・約100億円（R4年度）
③10,499人（R４年度）

①－
②50社程度・約500億円
③12,500人

環
境
局

①アジア地域における温室効果ガス
　排出削減量(累計）
②環境国際ビジネス参入企業数
　及び案件額（累計）
③環境改善・脱炭素化に向けた
　国内外からの研修員受入数(累計)

①－
②30社程度・約100億円（R4年度）
③10,499人（R４年度）

①－
②50社程度・約500億円
③12,500人

アジア・グ
リーン共創
ハブ推進事
業

環境国際協力や環境国際ビジネスの結節点となる
「アジア・グリーン共創ハブ」を目指すため、国内
外の環境関連企業、投資家、留学生等とビジネス面
で接点を強化し、企業の技術・製品・サービスの輸
出に加え、対日投資を含めた取組を展開する。

環境国際推
進事業

環境国際ビジネスの拠点形成を目指すため、アジア
カーボンニュートラルセンターを中心として、北九
州市がネットワークを有するアジア諸国等におい
て、環境国際ビジネスにつながる国際協力事業を推
進する。

Ⅳ環境国際ビジネス拠点化の推進 （４）戦略的な広報の推進

アジア・グ
リーン共創
ハブ推進事
業

環境国際協力や環境国際ビジネスの結節点となる
「アジア・グリーン共創ハブ」を目指すため、国内
外の環境関連企業、投資家、留学生等とビジネス面
で接点を強化し、企業の技術・製品・サービスの輸
出に加え、対日投資を含めた取組を展開する。

環境国際推
進事業

環境国際ビジネスの拠点形成を目指すため、アジア
カーボンニュートラルセンターを中心として、北九
州市がネットワークを有するアジア諸国等におい
て、環境国際ビジネスにつながる国際協力事業を推
進する。

Ⅳ環境国際ビジネス拠点化の推進 （５）アジア・カーボンニュートラルセンターの機能・体質強化
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北九州市環境基本計画 個別プロジェクトとは 

北九州市環境基本計画（令和６（２０２４）年～令和１２（２０３０）年）では、政策目標を下支えする 

取り組みと、重点的に取り組む４つの政策目標（以下、政策目標等）を設定しています。 

  

       ここでは、政策目標等に紐づき、北九州市で取り組んでいく事業をご紹介します。 

 

目次 

 

●政策目標Ⅰ 脱炭素（カーボンニュートラル）社会の実現 

 

・基本施策（１） エネルギーの脱炭素化・・・・・・〇P～〇P 
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政策目標 政策目標を下支えする取り組み ～「市民の力でまちの環境力を高める」～ 

基本施策 （１） 環境活動と地域活性化の好循環 

・まち美化や自然環境の保全など、市民、事業者、団体等の活動を支援します。 

・事業分野では、省エネやリサイクルの促進、再生可能エネルギーや再生資源の利用など、事業者の主体的な取組

を促します。 

 

個別プロジェクト 

No 事業名 所管 事業概要 

KPI 

事業目標 基準値 

（年度） 

目標値 

１ 

ま ち 美 化 ボ

ランティアへ

の助成事業 

環境局 

ボランティア清掃ご

み収集用の「まち美

化ボランティア袋」を

作成し、市民等に配

布する。また、まち美

化条例に基づき、ま

ち美化推進員を設置

する。さらに、ごみゼ

ロ清掃参加者に、軍

手とタオルを配布す

る。 

市民の自主的

なまち美化意

識の推進 

 

ー 

地域でのまち美

化清掃実行の割

合 60％（行政

評価に係る市民

アンケート調査

による） 

２ 

海岸漂着物

処理推進事

業 

産業経済局 

ボランティアによる

海岸清掃活動の支援

を行う。 

漂着ごみが原

因の事故防止 

0 件 

（R4） 

事故 0 件の 

維持 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

 


